沖縄における韓国人観光客への言語対応の現状(その3)地域性を考慮した整備に向けて by 李 炫姃
沖縄における韓国人観光客への言語対応の現状（その三）
─ 地域性を考慮した整備に向けて ─
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Recently,  there has been a  significant  increase  in  the number of Korean  tourists 
visiting Okinawa. This is due to the prefecture’s plan to promote tourism and the increase 
in the number of LCC (Low Cost Carrier) flights to and from Okinawa. With the increase 














































｢文字面｣ と ｢対話面｣ の二方面からアプローチしている。道路標識や案内サイン、観光地・





















































































































































上位概念 下位概念 上位概念 下位概念
きっかけ
韓国語学習
困難・不安
人材不足
留学 業務の増加
語学力活用 語学内容のギャップ
需要の増加 語学力の限界
韓国人観光客増加
新部署・異動 トラブル対応
観光スタイル変化
遣り甲斐
挨拶・お礼
客層の多様化 語学力活用の機会
韓国語対応
多言語対応 沖縄の発信
マニュアル強化
課題
人材育成
研修機会の提供 多言語対応の強化
人材確保 業界間の連携
個人的対策 交通機関の強化
商品開発
9  カテゴリー化の作業においては、文字化段階で分析対象となる言及にラベル化作業をしていくことで、グループ
編成段階の簡略化を図りながら進めた。
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まず、「多言語表記の整備体制における地域間の差」としては、多言語表記関連のガイ
ドライン等の指針策定のどころか、策定に向けての動きさえもまだ見えない状況の地域も
存在していた。また、観光案内サインに関する表記の指針によって整備が進んではいて
も、観光現場への浸透率等に関する把握までは至っていない地域もあり、多言語表記関連
の指針策定の有無は地域によって状況が異なっていることが明らかになった10。また、地
域によっては、自然景観を優先する条例により観光案内サインそのものが少ない言語景観
を持つ例や、韓国からの近接性により韓国人観光客数が圧倒的に多い地域では言語景観に
おいても韓国語が優勢言語として扱われる例なども見られた。
一方、どの地域でも共通して見られたのが、沖縄同様「韓国語表記における相違・混在」
である。紙媒体のパンフレットやマップ資料はもちろん、言語景観資料からも場所によっ
て表記が異なる例が多数見られた。それぞれの資料の発行元が異なることや、観光案内サ
イン等は指定管理先が異なることに起因する問題であると思われる。特に、表記において
の相違・混在は、前述の首里城の例のような「表音と表意の混在」に続き、「語頭におけ
る激音と平音の混在」や ｢長音表記の有無」といったハングル表記におけるルールに関連
した例が多く見られた11。他にも「漢字語訳の相違」や「日韓の施設名等の相違による混在」
などの例もあった12。そもそも翻訳は人間の指紋のようなもので翻訳者によってそれぞれ
の特色を持つものと言われる。観光案内サイン等を含む文字情報の翻訳の場合、文章の翻
訳ほど翻訳者の特色は表れないものであるとしても、やはり人によってはどこに重点を置
いて訳すべきかという異なった判断が働いていることが十分想定されるものである。その
ような判断の差が表記の相違・混在につながらないようにするためにも、行政による一定
の指針と対訳の事例等の提示は大変重要であると言えよう。
これらの現状を踏まえ、沖縄県の観光場面における地域性かつ統一性のある韓国語表記
の整備に向けて、「翻訳ルールにおける継続的な検討」と「関係者間の連携による翻訳ルー
ルの浸透」の2点を提案した。
提案①  翻訳ルールにおける継続的な検討
沖縄県の翻訳ルール整備は検討されたばかりであり、またルール整備は委託事業として
一定の年度内で検討されるため、ルールの内容によっては、まだ議論すべき課題が残って
いる。例えば、地名の ｢北谷：ちゃたん｣ の韓国語表記は、語頭には激音を用いないとい
う韓国語の表記ルールに従うと「자탄」となるが、委員会では沖縄語の発音における地域
性を考慮して語頭に激音を用いた「차탄」と表記することで、表記ルールにおける例外と
10  地域ごとの体制に関しては、調査時点の状況に基づいており、現在の状況とは異なる場合があることを断っておく。
11  日本の地名や人名、施設名などのハングル表記は、韓国国立国語院の規定である「外来語表記法」におけるハン
グル対照表に従うことになっている。
http://www.korean.go.kr/front/page/pageView.do?page_id=P000105&mn_id=97
12  韓国語表記における相違・混在の具体例は、李（2018：6-10）を参照してほしい。
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して位置づけた。しかし、何を根拠に例外と見なすのか、何を地域性と捉えるべきかなど
に関する議論はまだ十分とは言えず、今後明確な指針内容の提示ができるように、更なる
検討が必要であると言える。それに、旅行者にとってより正確性ある情報提示が求められ
る駅名や病院等の表記に関しては、音（表音）に徹する表記が旅行者にとって正確な情報
につながるのか、訳（表意）に徹する表記がより正確に読み取れるのか、という機能と目
的に合った翻訳ルール等に関してもまだ十分な議論には至っていない13。また、言語に依
存しないピクトグラム（案内用図記号）の活用等に関する議論や、地域性を考慮した表記
整備を目指すのなら沖縄の島言葉をどのように反映していくべきかといった視点での議論
なども必要になってくるであろう。更に、言語はゆれを持つものであるから、指針整備後
も内容によっては表記の見直しも必要になってくると思われる。このことから、翻訳ルー
ルにおける継続的な検討は欠かせない課題であると言えよう。
提案②  関係者間の連携による翻訳ルールの浸透
県は、翻訳ルール整備以前の段階から業界独自で整備してきた多言語対応に関しては、
事業者側および指定管理側の考え方を優先するとしているものの、指針を検討してきた以
上は今後の多言語整備に向けては明確で統一性ある方向付けを示すべきである。しかし、
県の翻訳ルールの検討は、観光現場の多言語表記の状況について十分把握しないまま、有
識者で構成された委員会のみで議論を進めてきた背景がある14。今後、提案①のような継
続的な検討が可能になるとしても、これまで通りのメンバー構成による検討だけでは、表
記における相違・混在問題の解決は望めない。また、藤井（2014：40）が指摘した「言語サー
ビスの主体が多岐にわたることで統一した方向性を導き出すことが困難」にならないため
にも、行政と有識者による議論のみならず、より観光の現場と密着し連携した形で議論を
進めていく必要がある。とりわけ、言語景観は文字表記の正確さだけでなく、設置場所の
選定やデザインなどといった諸要素とも深く関わり合う視点があることも考慮に入れる
と、なおさら各自治体および事業者の関係者らとの連携による議論は欠かせないものであ
ると言えよう。よって、関係者間が連携して、相違・混在が見られる表記の見直しを含む
翻訳ルールの更なる検証と、観光現場への翻訳ルールの浸透を図っていくことが重要であ
ることを提案した。
5．2 「対話面」の考察と提案
｢対話面」におけるインタビュー調査の分析結果からは、「多言語対応における業界間の
13  一例として沖縄のゆいレールの「県庁前（けんちょうまえ）」駅名の場合、当初の韓国語表記は音（表意）に基づく
「켄초마에」表記であったものが、2015年以降駅名表記の再制定に伴い訳（表意）の「현청앞」に変更された。しかし、
これは韓国語表記における議論等による変更では無く、単に英語表記の変更に合わせただけのものである。
14  委員会の議論の中で、観光現場の多言語対応状況への把握が不足している問題を認識したことが本研究のスター
トにつながった。
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差」と、「韓国語対応人材の不足」、「接遇韓国語への不安」の問題が浮き彫りになった。
まず、各業界では、韓国人観光客の急増を受け韓国の観光市場に力を入れる部署を新た
に設置したり、韓国語対応が可能な人材確保等に力を入れたりするなど、業界内での様々
な対応策を講じている様子が窺えた。特にホテル業界の場合は、FITが占める割合が多い
ホテルよりは、団体客が主な対象であるホテルであればあるほど、韓国語対応に力を入れ
ているという、ホテル間の対応の違いも見られた。また、個人旅行であっても沖縄は幼少
児を同伴する家族単位の旅行先としても好まれている傾向から、近年1棟を貸し切るペン
ション形式の宿泊先も増えており、なかには充実した韓国語対応で韓国人観光客のみを
ターゲットとする業者もあった。一方、FITの増加により移動の交通手段もレンタカー利
用が圧倒的に増えていることから、レンタカー業界では日本の運転ルールの案内に関連す
る資料等の多言語対応はもちろん、接遇面で説明案内の対応が可能な人材確保にも常に追
われている状況が見受けられた。
つまり、観光関連サービス業界における多言語対応の「対話面」では、常に韓国語対応
が可能な人材が不足する現状問題を抱えており、十分な言語サービスが提供できていない
業界の状況が見受けられた。特に、韓国語対応が可能なスタッフたちにとっては、館内の
多言語POP広告作りのような本務以外の仕事まで回ってくることによる業務の増加とい
う現状問題があり、更なる負担をもたらしていることが浮き彫りとなった。また、韓国語
対応が可能なインフォーマントから共通して挙がった声は、これまで学校教育や留学等を
通して学んできた韓国語と、観光サービス現場で必要とされる接遇韓国語との内容面での
ギャップであった。日々現場で試行錯誤しながら乗り越えようと努力するものの、やはり
語学力への不安や限界を感じる要因に繋がっていることがインタビューから窺えた。
これらの「対話面」における現状を踏まえ、「段階的な韓国語研修プログラムの提供」
と「沖縄の観光場面に特化した韓国語カリキュラムの構築」を提案した。
提案③  段階的な韓国語研修プログラムの提供
前述通り、観光関連サービス業界における韓国語対応面での人材不足という問題は、韓
国語対応が可能なスタッフに本務以外の負担をもたらすという構造的問題につながってい
る。この構造的問題の解決は、観光産業の重要度が増す沖縄にとって喫緊の課題であると
言えることから、県ではコンベンションビューローと連携し沖縄県内の観光関連企業と団
体を対象にした語学研修プログラムを提供したり、各業界では独自の語学研修プログラム
を設けたりもしている。しかし、その大半が接遇場面における初級レベルの言語対応を想
定した内容構成であり、既に韓国語対応が可能なスタッフたちが不安を持つ観光接遇韓国
語の面で更なるステップアップを目指すためのプログラムはほぼ無い状況に近い。とりわ
け、段階的な語学研修等のプログラムを設定し、持続的なサポート体制を作っていくこと
で、韓国語対応が可能な人材の不足問題や語学力への不安問題などの解決につなげていく
必要があるだろう。
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提案④  沖縄の観光場面に特化した韓国語カリキュラムの構築
インタビューで浮き彫りになった通り、観光客に対する接遇韓国語とは、韓国語対応が
可能なインフォーマントたちがこれまで学習してきた韓国語とは異なる性格を持つ内容面
が多いため、現場で試行錯誤しながら対応していく上での負担は大きいものと思われる。
この既習の韓国語と観光接遇場面における韓国語の内容面でのギャップを感じる声は、観
光産業を外すことのできない沖縄という地域性からすると、言語サービス面が言語教育と
どのような関係性を持つべきかという、韓国語教育現場に対して新たな視座と課題を与え
ていると言える。今後、韓国語教育現場で参照すべき観光接遇面の言語教育内容と地域性
を生かす実践の方向性を探り、沖縄の観光場面に特化した韓国語カリキュラムの構築を試
みるべきであろう。この提案が、地域社会のキャリアにつながる人材育成ともなり、観光
関連サービス現場での人材不足という問題の解決策の一つにもつながるものと期待でき
る。
６．おわりに
本研究は、沖縄において急増する韓国人観光客に対しての言語対応面の問題解決に向けて、
地域性を考慮した統一性ある基準整備が急務であることを提言する目的でスタートし、｢文
字面」と ｢対話面」の両面から調査を行ってきた。そして、調査結果の分析を通して、観光現
場が抱える言語対応面の課題について考察を踏まえながら、今後に向けての提案まで試みた。
2020年の東京オリンピック・パラリンピック大会に向け過去最高記録をまたもや更新する
と思われた訪日外国人観光客は、現在、日韓関係の影響、更には新型コロナウィルス感染拡
大により、インバウンド需要は激減し、思わぬ衰退事態に直面している。しかし、コロナ禍
事態が収まり日本を再び訪れる観光客への展望を持ちつつ、常に訪日客を迎える準備態勢は
必要であることから、本研究を通した提案は今後観光場面において継続的に検討していく必
要があるものではないだろうか。なかでも、提案④の「沖縄の観光場面に特化した韓国語カ
リキュラム構築」に関しては、提案のみに留まらず教育現場と結びつけた実践までを視野に
入れるべきである点から、観光関連の語学カリキュラムを構築・運営している現場での調査
を踏まえ、教育内容の検討を続けていく必要がある。よって、本研究を問題解決型実践研究
として位置づけ、今後更なる調査と検証を続けていくものとしたい。
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